
○報告テーマ 

 

有機性資源を活用した循環型地域社会形成のための社会実験 

特定非営利活動法人花と緑のネットワーク豊中の活動 

 

（事例は大阪府豊中市での例） 

 

 

１．報告の視点（主に）は 5点 

（１）有機性資源である学校給食残渣を活用した循環システムの検証 

（２）生ごみと街路樹等剪定枝による堆肥化という事例の先駆性 

（３）市民・行政のパートナーシップの先進性 

（４）堆肥化事業における農業者・市民の実際的評価の確認 

（５）市民活動が地域を変えていくことの可能性 

 

２．実験地の概況 

  大阪府豊中市の特性（堆肥化では循環を描くことは非常に難しい市域） 

①人口は約 389 千人、世帯数約 163 千世帯 

②都市化が早くから進んだ典型的な住宅都市  

③市域の 72．4％が市街化で農地は僅か 1．9％  

④農家は 1995 年時点で専業 13 戸、第 1 種 17 戸、第２種 412 戸 

    

３．堆肥化事業開始の経緯 

（１）事業化の経緯  

①最初は市民の実験が発端で 1999 年夏から約 2 年間    資料―１ 

②実験の成果と堆肥化の有効性を踏まえ、市民が行政に事業化を提案 

③2000 年 4 月「提案報告書」を正式に豊中市へ提出 

④行政内部の検討会議で有効性を確認、事業化議決 

⑤2001 年 4 月着工、2002 年 4 月事業開始  

 

（２）短期に成案化をみた要因（非常に得意なケース） 

①市民の取り組みとボトムアップの採用 

②行政内部（職員意識）の早期結論 

③市長の政治決断（財政難での新規事業の困難性） 

④食品リサイクル法の率先垂範 

 



４．堆肥化のシステム 

 （１）システム 

      学校給食の食べ残し           発酵・熟成（3月間）       

                廃棄物業者              

                        堆肥化工場 容量 1㌧／日 

      給食センター （調理残渣）   （緑と食品のリサイクルプラザ） 

 

街路樹剪定枝      特殊肥料    

 

   ①給食 小学校 41 校 生徒数 20，999 人 給食日数 187 日間 

   ②給食センター2 ヶ所 毎日約１トンの食品残渣（調理残渣と食べ残し） 

   ③生ごみに街路樹剪定枝（1．25 倍量）を混合して堆肥化 

   ④約３～４ヶ月の熟成・発酵期間を経て製品化 

 

（２）2003 年度堆肥化実績 

 投入量と製造量                    （単位：㎏） 

生ごみ量 剪定枝量 戻し材量 菌種量 製造量 

106,138 142,586 22,075 1,705 88,461 

    

①換算では全投入量に対し約 3 分の１の約 88 トンの堆肥製造量 

②年間約 250 トンの焼却を回避し、資源を有効活用の方途に 

 

５．事業推進とパートナーシップの仕組み 

 （１）「環境基本条例」第 19 条でパートナーシップを明確に位置付け 

資料―２ 

（２）堆肥化事業も市民と行政の役割及び責任を明確化 

   ①製造は行政が、頒布（有料）・配布（無料）及び諸活動は市民が 

     ―「覚書」を締結 ― 

     特に、地方自治法・豊中市財産条例に基づく委任措置 

        有料頒布の収入は市民活動の費用 

   ②戦略会議（高度判断・技術的問題）と推進連絡会議（情報交換）設置 

 

６．堆肥の活用状況（資源循環）とその評価 

  資源循環のための堆肥化事業の輪               

（１）再生利用の側面から評価をする 

   ①自己完結型（隘路をつくらない）か 
2 つの側面 



   ②製造された堆肥が利用者（農業者・市民）のニーズに合っているか 

    ―活用の用途から考察―                 （単位：㎏） 

用 途 市施設 協力農家 
花いっぱ

い運動 

イベント

配布 

堆肥化講

習会 
有料頒布 合 計 

配布量 16,014 22,657 2,603 1,428 1,330 44,429 88,461 

 

            給食食べ残し・調理残渣・剪定枝 

                    

    （課題）         （市民農園）      堆肥化工場 

              （野菜）（花 壇）         供給 

給食材料     食材          農業者（豊中農事研究会） 

消費者      コンポスト化        （豊能農事研究会） 

  （協力農家） 

        販売（活動）・購入          出荷 

栽培野菜   仕入れ 

     図 豊中の堆肥化事業における循環の輪 

【評価】（循環の理念の具体化） 

   ①2003 年度実績では、堆肥が不足気味で推移し、資源循環がうまく機能 

      ―再生利用の有効性が実証される― 

  （２）適正使用の側面から評価する 

   ①堆肥を土に戻すことによるリスクの問題が生じるか   2 つの 

   ②有機質（堆肥）によって土に効果が現われるか      

   ③作物の栽培に最適かどうかが問われる 

  

【評価】（化学分析結果） 

   ①発芽試験の結果―問題ない。他の肥料（化成肥料）の添加でより効果 

   ②成分検査結果 

・肥料取締法、地力増進法、土壌汚染に係る環境基準、有機肥料に関

する推奨基準、食品リサイクル堆肥の品質基準 等に適合する。 

    ・重金属類に関しても問題（基準値以下）はない。 

    ・食品残渣としての塩分も問題（基準値以下）ない。    

③堆肥の使用、非使用田畑の比較分析では、むしろ効果が伺える。 

・有機質が増加の傾向にある。 

・土壌の肥沃度が塩基置換容量数値から作物生育に効果が出ている。 

    ・電気伝導度はこの程度なら問題ない。         資料―３ 

 

３ つ の

側面 



【評価】（使用者の反応結果） 

   ④実際に使用する農家ヒアリングの結果と農林水産省調査比較の結果は     

農家での使用反応（指定農園・協力農家） 

栽培作物 使用効果 要望事項 

小松菜、白菜、大根、

トマト、ほうれん草

等 26 種類 

保水力の改善、土の弾力化、

土壌の良質化、成育の向上、

味が良くなった、艶が良くな

った、微生物の増加、 

剪定枝の細粒化、水分含

有率の確保、熟成期間の

確保、成分及び重金属類

の定期的検査公表、 

   

農林水産省調査生産者の考える堆肥利用の問題点（複数回答 単位：戸、％） 

区分 回答者数 

化学肥料

に比べて

散布のた

めの労力

が多くか

かる 

堆肥の入

手が困難 

堆肥の購

入や散布

のための

費用が多

くかかる 

施肥管理

が 難 し

く、安定

した収量

や品質の

維持が難

しい 

堆肥の品

質に不安

がある 

その他 
特に問題

はない 

無 

回 

答 

耕種農家 1,975 ６２．９ １２．６ ５２．９ １４．３ ４０．３ ３．９  ７．３ 2.1 

＊資料―農林水産省「循環型社会に向けた農林水産業の役割に関する意識･意向について」2001年 12月調査 

   ⑤評価の違いは、どこにあるか 

・堆肥の販売を市民が担い農業者とコミュニケーションが図れている。 

・実際に使用することで作物への影響を知見し納得する。 

・人と人との関係づくりに有機性資源が関与し、持続可能な農業へ。 

 

   【評価】（市民の反応） 

  堆肥に対する評価 NO.１              （単位：％） 

項目 品質がよい 値段が安い 
使用すると

効果がある 
使いやすい その他 無回答 

比率 ２０．７ ３１．２ ２１．７ ２０．１ ３．７ ２．６ 

   堆肥に対する評価 NO.２              （単位：％） 

項目 
非常に効果

があった 

効果があっ

た 
効果は不明 

効果がなか

った 
その他 無回答 

比率 ２８．６ ５６．０ １３．７ １．６ ０ ０．３ 

購入者（有効回答 154人）及び試供品受領（有効回答 400人）の市民調査  

調査機関 2003年 6月及び 9月 

⑥両方の調査とも好結果が出ている 



 ・市民に好感をもって事業が受け入れられている。 

 ・使用上の著しい問題は生じていない。 

  

７．費用対効果にまさる市民活動が事業の成否を握る 

年間約 2 千 400 万円の経費である。 

堆肥化事業決算金額（2002 年度）            （単位：円） 

嘱託報酬費 需用費 役務費 委託料 使用量・賃借料 その他 

5,842,878 3,524,459 359,911 8,790,600 3,460,086 2,193,769 

（１）費用は回収できない事業である。 

  ・回収金額は年間約 80 万円（堆肥の有料頒布収入） 

   効果は二酸化炭素の削減と焼却低位発熱量の上昇に寄与 

 

（２）費用対効果を挙げるためには市民活動が鍵である。 

   ・市民エネルギーがどれだけ発揮されているか。 

   ・市民活動でコミュニティの創造が展望されるか。 

    有償頒布の購入者 1，222 人（532 世帯）延べ 14 回の頒布実施 

    堆肥化施設の見学者 234 人 

    堆肥化講習会 29 回 545 人（NPO が家庭での堆肥化助成制度発足へ） 

    堆肥を活用した作物の直販活動 12 回 26 種類の野菜、1，242 人が購入 

    堆肥を活用した花いっぱい運動（公園や空地の利用）市内 20 ヶ所 

    農業者との連携による指定農園や協力農家の出現 

    食育に向けた関係機関のプロジェクト（食育フォーラム）の取り組み 

    市民農園活用者に対する野菜づくりの教材提供 

    地産地消に向けた問題意識とその具体的な実験 

 

８．視点に対するまとめと課題 

○大地の劣化を防ぎ地の力を取り戻す仕組み 

○持続可能な農業経営と有機物の利用による安全な作物づくりの仕組み 

○物（食品残渣・堆肥・生産物・消費）の再生・循環のシステムが機能する

仕組み 

 ○人（農業者・市民活動・消費者）を繋ぐ関係づくりの仕組み 

 ○金（貨幣の流通）がともなわない無償経済（ボランティア）活動による地

域活性化のモデル的な実験（社会的実験）であると、検証できる。 

結論――①市民の環境への関心・意識の醸成、高揚に貢献 

    ②コミュニティの創造という付加価値の役割 

    ③社会的利益として市民に還元できる事業  



今後への展望（提案） 

家庭から排出される生ごみ、外食産業等の生ごみ等の活用を自己完結型（多

様な再生利用の仕組みの開発と地域内循環）にできるか、この活動を踏まえて

次の提案にある。 

 ①ミッションの整理（何を究極の目標にするか） 

  当初は、給食残渣の消滅で NPO の使命達成、今後は、生ごみの削減 

 ②協働の深化（行政との関係） 

予算が一方的（象徴はコンポスト助成制度の休止）、事業を議論のうえ作り

上げる仕組み、慎重（失敗もありうる）と大胆（野放図な面の改善） 

 ③行政のアウトソーシングに対する厳しい判断 

  最初の理念は良いが、安上がり行政に手段化する恐れも内在 

 ④学校給食食材に還元することでの循環システムと地産地消 

地場産野菜の供給を通じて環境教育、地域農業の活性化としての見える関

係 

 ⑤新たな事業の展開 

  焼却される剪定枝（堆肥化以外の剪定枝）の資源化 

 ⑥市民組織と大学機関との連携 

  実践（現場）と（研究）の連携による学校機関の開放化 

 ⑦食品リサイクル法の改革 

20％限界、何でもありの手法の改善（発生抑制・減量・再利用）とバイオ

マスニッポン戦略（堆肥化以外の方途） 

 ⑧スローライフとしてのスローフードの意識 

  食の安全、自給率と受給率の改善、化学肥料･農薬農業の脱皮 


